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□ その他

■ 既存事業の拡充

□ 事業の新規立案

１．現状維持　２．拡充　３．縮小

□ 事業の廃止・縮小

□ 事務事業の再編

2.70 1.90 1.90

具体的な対応策等

56.50 57.00

6.13 6.55 6.63

51.00 56.00

55.80

6.50

単位

2.20

1.90

所属長 消防長　　齊藤　新一

５．二次評価（所属長の見解）

　失火による火災が多かったことから、自主防災訓練等での市民への火災予防啓発を継続する。また、応急
手当の普及促進のため、ジュニア救命士の育成を継続していくとともに、ＡＥＤ協力事業所の更なる拡充を
図る。また、放水開始までの時間短縮のため、消防水利の把握や機関員マニュアルの作成、訓練等の定期的
な効果確認により、災害対応力の強化に努める。更に、消防団組織については、再編に係る基本方針の素案
を策定する。また、複雑多様化する消防需要に広域的に対応するため、指令業務の共同運用を推進する。

　出火率を減少させるため、引き続き市民の防火意識の醸成を図る必要がある。また救命率を向上させるため、応急手当の普及促進を図ると
ともに、派遣型救急ワークステーション（救急出場に備えながら病院で実習を行う取り組み）を継続し、市民に対し質の高い救急サービスの
提供していく。また、消防施設の適切な維持管理や消防団の組織再編、指令業務の共同運用の推進などの取組みにより、将来にわたり持続可
能な消防行政運営となるよう、効率性を重視していく。

58.00

47.10 55.60

6.50

４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

6.50 6.50 6.50

　火災件数は昨年に比べ減少したが、出火率は目標値を上回ってしまったことから、今後も火災予防啓発を継続していく。救命講習の受講者
数は昨年より増加したものの、市民による救命処置実施率は目標値より低い状況であったため、ジュニア救命士の育成を継続するとともに、
応急手当の普及啓発を推進していく。放水開始までの平均時間は目標時間を超過したため、効果的な手法を取り入れた訓練を継続的に行って
いく。今後も限られた経営資源の中で、万全な消防体制を整え、効率的かつ効果的で質の高い消防・救急サービスを提供していく。

評価者 次長兼消防総務課長　　太田原　健二

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分

57.50

消防車出場から放水開始までの平均時間
分

拡充

1 備えができ安全・安心なまちづくり

小項目 2

件
消防本部内（本市及び寄居町）の数値

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

市民による救命処置の実施率
％

現場に居合わせた人による心肺蘇生実施率（目撃ありのみ）

1.90 1.90

指標名（上段）区
分

令和9年度

管内住宅火災

　

　

6.50

総
合
計
画

大項目 4 安心とやすらぎを感じられるまち

中項目

上段は目標値（令和4年度は前期基本計画に基づく目標値、令和5年度以降は後期
基本計画に基づく目標値）、下段は実績値

令和07年06月20日(金)

算出式・説明（下段）

人口１万人あたりの出火率

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 消防・救急体制の充実 期間 施策担当部課名 消防本部 消防総務課令和5年～令和9年

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

　本市の消防・救急サービスの提供に対する市民重要
度と満足度は高い状況にある。

　近年は、大規模化・激甚化した自然災害が全国各地
で発生し、市民生活に大きな被害をもたらしている。
また、高齢化社会に伴う救急体制の強化が求められて
いる。

　火災予防啓発事業、危険物規制事務、予防事務、応急
手当普及啓発事業、消防通信指令事業、救急活動推進事
業、消防団運営事業、常備消防施設維持管理事業、消防
団施設維持管理事業、警防活動推進事務、消防水利整備
事業、常備消防車両整備管理事業、消防団車両整備管理
事業、消防署資器材管理事業、消防分署整備事業

　市民一人ひとりの防火・救命に対する意識の高まり
と、機動力を生かした効率的で効果的な消防・救急活動
の展開によって、市民の生命・身体・財産を守ることを
目的とする。

目的・
対象消防・救急体制の充実

主要プロジェクト

＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞


